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１．はじめに 

⑴ 川越市人口ビジョンの位置づけ 

「まち・ひと・しごと創生法」が平成 26（2014）年 11 月に制定され、平成 26（2014）

年 12 月には、全国の人口の現状と将来展望を示す「まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン」（以下「国の長期ビジョン」という。）及び、今後 5ヵ年の国の施策の方向を

示す「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「国の総合戦略」という。）が閣議決

定されました。 

これにより、地方公共団体においても、国の長期ビジョン及び総合戦略を踏まえつ

つ、地方公共団体における人口の現状と将来展望を示す「地方人口ビジョン」及び地

域の実情に応じた今後 5ヵ年の施策の方向を示す「地方版総合戦略」の策定に努める

ことになりました。 

本市においても、このような動きを踏まえ、「川越市人口ビジョン」及び「川越市

まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定することとなりました。 

 

「川越市人口ビジョン」は、国の長期ビジョンを勘案しつつ、本市における人口の

現状分析を行い、人口に関する市民の認識を共有し、将来の方向と人口の将来展望を

示すことを目的としています。 

また、本人口ビジョンは、「第四次川越市総合計画」において示した平成 37（2025）

年の将来人口 34万 7000 人を基本におきながら、本市における「まち・ひと・しごと

創生」のあり方を模索するとともに、その実現に向けて効果的な施策を企画・立案す

る「川越市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するための基礎とします。 

 

⑵ 対象期間 

人口動向の大きな要素である出生や移動の傾向に変化が生じても、その変化の影響

が総人口や年齢構成に現れるまでには数十年の長い期間を要します。 

そこで、本人口ビジョンの対象期間も、国の長期ビジョンの期間である平成 72

（2060）年までとします。  
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２．人口動向分析 

本市人口の動向について調査・分析した結果は次のとおりです。 

 

⑴ 人口の推移 

① 総人口の推移 

・昭和 40（1965）年において約 12 万 7千人であった本市の総人口は、増加を続け

てきており、平成 27（2015）年 1 月 1 日現在、約 34 万 9 千人と、おおよそ 2.7

倍となっています。 

・高度経済成長期の昭和 40 年代に急速に増加したのち、平成 7（1995）年頃から

その伸びは緩やかになり、平成 17（2005）年頃から一旦、横ばいに推移しまし

たが、平成 19（2007）年以降、また増加の傾向がみられます。 
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② 地区別の人口構成と推移 

・平成 27（2015）年 1 月 1 日時点の本市の人口を地区別にみると、本庁管内の人

口が約 10 万 4 千人と最も多く、次いで高階地区の約 5 万 2 千人、大東地区の約

3万 5千人となっています。一方、人口が最も小規模な地区は、芳野地区や川鶴

地区であり、それぞれ約 5千 800 人となっています。 

・総人口が増加傾向にある中で、地区別の人口の推移は異なり、10 年前の平成 17

（2005）年と比較すると、芳野地区や南古谷地区、霞ケ関地区、名細地区、山田

地区では 110％となり人口増加がみられる一方で、霞ケ関北地区では 93％、川鶴

地区では 85％となり人口減少が顕著です。 
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⑵ 年齢別人口 

① 年齢階層別人口 

・本市の人口ピラミッドをみると、全国の人

口ピラミッドと類似しています。 

・第一次ベビーブーム世代である団塊の世代

や、第二次ベビーブーム世代である団塊ジ

ュニアの世代の層に厚みがあることが特徴

となっています。 

・年齢が低くなるに従い各年齢階層の人口が

少なくなっており、人口ピラミッドの形が、

年少人口（15 歳未満人口。以下同じ。）が

多い「つりがね型」から、「つぼ型」への移

行が進んでいるものと考えられます。 
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② 年齢 3 区分別人口の推移 

・本市の年齢 3区分別の人口の推移をみると、年少人口は横ばい、生産年齢人口（15

～64 歳人口。以下同じ。）割合は減少にあり、その一方で、高齢者人口（65 歳以

上人口。以下同じ。）は増加傾向にあります。 

・構成をみると、平成 27（2015）年 1 月 1 日現在、年少人口の割合は 13.0％、生

産年齢人口の割合は 62.7％、高齢者人口の割合は 24.3％となっており、65 歳以

上の高齢者が人口に占める割合である高齢化率は年々上昇しています。 
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⑶ 人口動態 

① 概況 

・本市人口の増減の背景となる自然増減（出生と死亡の動き）と、社会増減（転入・

転出の動き）をみると、本市の人口増減は、おおむね社会増減と同じ動きをして

いる状況にあります。 

・自然増減は減少傾向にあり、平成 6（1994）年に 1,672 人の出生数超過にあった

ものが、平成 24 年には死亡数超過に転じ、平成 26（2014）年時点で 142 人の自

然減となっています。 

・社会増減は、平成 9（1997）年までは転入超過にあったものが、平成 10（1998）

年には転出超過となり、以降、転入・転出がほぼ均衡した状態で推移してきまし

た。その後、平成 19（2007）年以降は、転入超過に大きく転じていましたが、

平成 22（2010）年以降、増加の幅は縮小傾向にあります。 
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② 自然増減 

・本市の出生数は、微減あるいは横ばいで推移してきており、平成 26（2014）年

時点で 2,824 人となっています。 

・一方で、死亡数は増加傾向にあり、平成 26（2014）年時点で 2,966 人となって

います。 

・このような傾向の中で、出生数との差は年々縮小し、平成 24（2012）年に死亡

数が超過し、自然減へと転じており、今後、さらにその傾向が強まるものと考え

られます。 
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イ 婚姻 

（婚姻件数・婚姻率） 

・本市の婚姻件数と婚姻率は、同様の動きを示しており、婚姻件数は 1,900 件程度、

婚姻率 5.5％程度で横ばいに推移してきましたが、平成 23（2011）年から平成

24（2012）年にかけて減少し、平成 25（2013）年時点ではそれぞれ 1,438 件、

4.13％となっています。 
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：： 婚姻率…婚姻件数／総人口×1,000 
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（婚姻の平均年齢） 

・平均初婚年齢の推移をみると、夫・妻ともに年齢が上昇傾向にあったものが、平

成 23（2011）年以降は、横ばいあるいは下降に転じており、平成 25（2013）年

時点では夫 31.1 歳、妻 29.2 歳となっています。 

・再婚年齢の平均では、夫は横ばい傾向にあり、平成 25（2013）年時点では 42.2

歳となっています。一方、妻は一時的に下降しているものの、近年、上昇傾向に

あり、平成 25（2013）年時点で 40.0 歳となっています。 
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（未婚率） 

・15 歳以上における年齢 5歳階級別の未婚率を平成 2（1990）年、平成 12（2000）

年、平成 22（2010）年で比較してみると、男性では 30 歳代前半から 70 歳代前

半の広い年代で未婚率の上昇がみられ、特に 35歳～49 歳で顕著です。 

・女性では 20 歳代半ばから 50 歳代前半の年代で未婚率の上昇がみられ、特に 25

歳～39 歳で顕著です。 
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ウ 死亡 

（死亡数・死亡率） 

・本市の死亡数、死亡率ともに、同様の動きを示しており、減少する年がみられる

ものの、基本的に増加傾向にあり、平成 25（2013）年時点で、死亡数は 2,871

人、死亡率は 8.24 となっています。 
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（平均寿命と 65 歳平均余命） 

・平成 22（2010）年の平均寿命は、男性 80.0 歳、女性 85.9 歳であり、延伸の傾

向にあります。 

・65 歳時点での平均余命をみると、平成 22（2010）年時点で男性 18.6 歳、女性

23.3 歳であり、平成 12（2000）年時点と比較し、男女ともに 1 歳ほど伸びてい

ます。 

・県内の類似都市で比較すると、本市の平均寿命や 65 歳平均余命は、平均的な数

値であることが分かります。 
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65 歳平均余命…65 歳時点での余命 出典：厚生労働省「市区町村別生命表」 
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③ 社会増減 

・本市の転入数は、平成 6（1994）年以降減少し、平成 17（2005）年には平成 6（1994）

年時点の 7割程度まで減少しました。その後は転出数とほぼ均衡するかたちで推

移してきましたが、平成 19（2007）年から平成 22（2010）年にかけて再び増加

し、近年、おおむね 1 万 5 千人前後で推移し、平成 26（2014）年時点で 14,761

人となっています。 

・転出数は、平成 10（1998）年以降減少してきましたが、平成 23（2011）年以降

再び増加に転じ、平成 26（2014）年時点で 13,836 人となっています。 

・平成 19（2007）年以降の転入数の増加は、平成 18（2006）年 5 月に市街化調整

区域の開発許可の要件を緩和したことが要因の一つと考えられます。しかしなが

ら、平成 23（2011）年 9 月に当該規制緩和を廃止しており、その影響は徐々に

弱まるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,187 

-496 

2,535 

925 

18,714 

13,649 

14,761 

13,836 

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1

0

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

H
2

6

（人）

社会増減 転入 転出

転入と転出数及び社会増減の推移 

出典：川越市住民基本台帳 



- 14 - 

ア 地域別にみる社会増減 

（都道府県別） 

・本市の転入・転出の状況をそれぞれの移動元あるいは移動先となる都道府県別（国

外含む）にみると、転入・転出ともに県内の市町村との移動が最も多く、次いで

東京都、国外の順になっています。 

・都道府県別での移動数（転入数－転出数）をみると、県内や国外からは転入超過

にあるものの、東京都、神奈川県では転出超過の状況にあります。 
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（県内市町村別） 

・移動元あるいは移動先の地域を県内の市町村別にみると、さいたま市との移動が

最も多く、次いでふじみ野市、鶴ヶ島市、狭山市となっています。 

・県内の市町村別の移動数（転入数－転出数）をみると、おおむねの都市で本市が

転入超過の状況にあり、特に隣接する鶴ヶ島市、狭山市、坂戸市、所沢市に対し

て、大きく転入超過の状況にあります。 
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さいたま市 ふじみ野市 鶴ヶ島市 狭山市 坂戸市
転入 758 685 621 521 497
転出 714 641 492 411 393
移動数 44 44 129 110 104

所沢市 富士見市 朝霞市 東松山市 日高市
転入 393 366 272 218 195
転出 304 327 210 206 159
移動数 89 39 62 12 36

入間市 上尾市 川口市 志木市 和光市
転入 185 179 169 169 159
転出 145 135 149 138 100
移動数 40 44 20 31 59

毛呂山町 新座市 川島町 三芳町 飯能市
転入 138 132 127 106 101
転出 90 156 116 72 75
移動数 48 -24 11 34 26

その他
転入 1,160
転出 1,039
移動数 121

単位：人 
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イ 年齢別にみる社会増減 

（年齢階級別の移動数） 

・本市の年齢 5 歳階級別の移動数（転入数－転出数）をみると、平成 22（2010）

年（平成 17 年から平成 22 年にかけての移動）は、15 歳～24 歳において突出す

る形で転入超過の状況がみられるほか、30 歳～54 歳においても転入超過の状況

がみられます。 

・15 歳～54歳において総じて転入超過にある中で、25 歳～29 歳は局所的に移動数

の差が少なく、男女ともにほぼ「0」となっています。 

・これは、市内に立地する大学への進学等に伴い、15 歳～24 歳の年齢層が大きく

流入する一方で、大学卒業や就職を契機に 25 歳～29 歳の年齢層が他都市へ流出

することが要因の一つと考えられます。 

・このような傾向は、男女ともにおおむね同じですが、男性の方が、その移動数が

より大きい傾向にあります。 

・平成 12（2000）年（平成 7年から平成 12 年にかけての移動）の値と比較すると、

平成 12（2000）年は総じて移動数が大きく、その中で 25 歳～34歳にかけて大き

く転出超過の状況がみられ、15 歳～24 歳の転入超過分を相殺するかたちとなっ

ています。これは平成 7（1995）年から平成 12（2000）年において、転入・転出

が均衡あるいは転出超過の期間にあったことと一致しています。 
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（年齢階級別の転入前の居住地） 

・「川越市総合戦略策定にあたってのアンケート調査」（以下「総合戦略アンケート」

という。）では、引っ越しを経験している回答者に、引っ越す前の居住地を質問

しています。 

・その結果を年齢階級別にみると、県内の他都市から転入してきた場合が、どの年

代でも最も多く、次いで市内での転居、あるいは東京都内からの転入が多くみら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：総合戦略アンケート 

17
22

33
30

38

61

34

22

29

51

72

81
84

70

2

13

20 19

31 31
37

1 3 3 4 2 1
42 1

4
8 6 7

3

10
14 15

20 19 21
18

2
5 3

8

16

24

12

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上

（年齢別）どこから引っ越してきたか
（回答数 件）



- 20 - 

⑷ 産業構造に係る人口動向 

① 就業人口の動向 

・本市の就業人口は、平成 22（2010）年に約 16 万 2 千人であり、平成 7（1995）

年をピークに減少傾向にあります。 

・15 歳以上人口が増加している中での就業人口の減少であり、就業率も平成 7（1995）

年をピークに下降し、平成 22（2010）年には 54.5%となっています。 

・産業別の就業人口は、第 1 次、第 2 次産業で減少、第 3 次産業（分類不能含む。

以下同じ。）で増加の傾向にあり、平成 22（2010）年の構成比は、第 1 次、第 2

次、第 3次産業それぞれで、1.7％、22.9%、75.5%となっています。 

・就業人口が減少傾向にある要因としては、景気後退による完全失業率の上昇のほ

かに、高齢化の進行に伴う非労働力人口（無職で仕事を探していない者）の増加

が考えられます。 
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（産業分類別にみる動向） 

・産業分類別に就業人口の特化係数（県内他都市と就業人口の割合の大小を比較し

た係数）をみると、農業や製造業、電気・ガス・水道業等のほか、学術研究・専

門・技術サービス業や宿泊業・飲食サービス業、教育・学習支援業、医療・福祉

で「1」を超えており、本市は他都市に比較して、就業人口がこれらの産業に集

積していることが分かります。 

・産業分類別の男女別就業人口をみると、男性では製造業、卸売業・小売業、建設

業の順に多いのに対し、女性では卸売業・小売業、医療・福祉、製造業の順に多

くなっています。また、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、金融業・保険業

において、女性の就業割合が高くなっています。 

・産業分類別の年齢階級別就業人口をみると、農業以外においては 25 歳～64 歳が

多くを占めている状況です。しかし、農業においては 65 歳以上の就業人口の割

合が大きく、高齢化が進んでいることが分かります。 
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産業大分類別の就業者特化係数（H22 年・対埼玉県） 

特化係数…川越市の各産業の就業人口割合／埼玉県の各産業の就業人口割合（不詳除く） 
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産業大分類別・男女別就業人口構成（H22 年） 

産業大分類別・年齢階級別就業人口構成（H22 年） 

出典：総務省「国勢調査」 

15 歳以上年齢 5歳階級別データを集計。 出典：総務省「国勢調査」 
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② 従業人口の動向 

・本市の従業人口（勤務地による就業者数）は、平成 17（2005）年まで増加傾向

にありましたが、平成 22（2010）年に減少に転じ、約 14 万 5千人となっていま

す。 

・就従比（居住地の就業者数に対する勤務地による就業者数の割合）は、平成 22

（2010）年に 0.9 であり、平成 7（1995）年から平成 17（2005）年にかけて上昇

がみられますが、平成 17（2005）年から平成 22（2010）年にかけては、ほぼ横

ばいで推移しています。 

・産業別の従業人口をみると、第 1次、第 2次産業で減少、第 3次産業で増加の傾

向にあり、平成 22 年の構成比は、第 1次、第 2次、第 3次産業それぞれで、1.8％、

24.2%、74.0%となっています。 
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出典：総務省「国勢調査」 

産業分類別従業人口の推移 

就従比…市内に勤務している就業者／市内に住んでいる就業者 

就従比が 1.0 を下回った場合、全体として市外から流入する就業者よりも、

市外へと流出する就業者が多いという傾向にあります。 
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（昼夜間人口比率、通勤・通学流動） 

・昼夜間人口比率は 97.1％であり、通勤・通学者の市外への流出が市内への流入

を上回っている状況にあります。 

・県内の類似都市を比較すると、いずれの都市も 100％に至っていません。その中

で、本市は、熊谷市に次いで昼夜間人口比率の高い都市です。 

・本市で従業・通学する者は 171,108 人、うち、46％が市内在住者、44％が市外か

らの流入となっており、さいたま市や坂戸市、鶴ヶ島市など近隣都市から多くの

流入がみられます。 

・本市に在住する通勤・通学者は 181,655 人、うち、43％が市内で従業・通学、52％

が市外へと流出しています。近隣都市ほか、東京都内へ多くの流出がみられ、流

出する通勤・通学者のうち東京都内が 36%に及びます。 
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出典：総務省「国勢調査」 

昼夜間人口比率の県内類似都市比較（Ｈ22 年） 

昼夜間人口比率…昼間人口／夜間人口（本市人口） 

昼間人口は、従業や通学をしている人口を含めた、本市で昼間に活動している人

口にあたります。 

昼間人口…夜間人口（本市人口）－（本市から他の市区町村へ通勤・通学している人） 

＋（他の市区町村から本市へ通勤・通学している人） 
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通勤・通学流動の状況（Ｈ22 年） 

出典：総務省「国勢調査」 

項目 就業者
川越市在住の通勤・通学者※ 181,655 100%
　川越市で従業・通学 78,015 43%
      自宅 12,012 7%
      自宅外 66,003 36%
  他市区町村で従業・通学（流出）※ 94,115 100% 52%
    県内（流出） 49,436 53% 27%

 さいたま市 7,221 8% 4%
さいたま市 大宮区 2,001 2% 1%
さいたま市 浦和区 1,156 1% 1%
さいたま市 北区 935 1% 1%

狭山市 6,209 7% 3%
ふじみ野市 5,129 5% 3%
所沢市 3,478 4% 2%
坂戸市 3,252 3% 2%
鶴ヶ島市 2,445 3% 1%
三芳町 2,212 2% 1%
日高市 1,716 2% 1%
東松山市 1,698 2% 1%
朝霞市 1,671 2% 1%
富士見市 1,652 2% 1%
新座市 1,633 2% 1%
入間市 1,095 1% 1%
川島町 976 1% 1%
和光市 937 1% 1%

    他県（流出） 35,975 38% 20%
東京都 33,788 36% 19%
　特別区部 29,897 32% 16%
※従業地・通学地「不詳」を含む

構成比

項目 就業者
川越市で従業・通学する者※ 171,108 100%
  川越市に在住 78,015 46%
      自宅 12,012 7%
      自宅外 66,003 39%
  他市区町村に在住（流入） 74,864 100% 44%
    県内（流入） 65,632 88% 38%

さいたま市 6,790 9% 4%
さいたま市 西区 1,358 2% 1%
さいたま市 北区 1,119 1% 1%

坂戸市 6,133 8% 4%
鶴ヶ島市 6,002 8% 4%
狭山市 5,595 7% 3%
ふじみ野市 4,912 7% 3%
所沢市 3,824 5% 2%
東松山市 2,937 4% 2%
富士見市 2,760 4% 2%
日高市 2,311 3% 1%
川島町 2,178 3% 1%
入間市 1,922 3% 1%
上尾市 1,848 2% 1%
毛呂山町 1,406 2% 1%
新座市 1,212 2% 1%
朝霞市 1,209 2% 1%
飯能市 1,080 1% 1%

    他県（流入） 9,232 12% 5%
東京都 6,630 9% 4%
　特別区部 3,944 5% 2%
※従業地・通学地「不詳」の市内の在住者を含む

構成比

単位：人 
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⑸ 人口分析のまとめ 

① 総人口・年齢別人口の動き 

○緩やかに総人口が増加。その中で、少子高齢化が進行し、地区によってはすでに

人口減少にある。 

・高度経済成長期に急速に増加した本市人口の伸びは、近年では緩やかになったも

のの、依然、増加傾向にあります。 

・その中で、年齢別の人口構成比については、平成 17（2005）年以降、年少人口

割合は微減、生産年齢人口割合は大きく減少する一方、高齢者人口割合は大きく

増加し、少子高齢化が進行しています。 

・このような傾向は市内で一様ではなく、霞ケ関北地区や川鶴地区では人口減少が

進み、一方で、南古谷地区や霞ケ関地区、名細地区、山田地区では人口増加の傾

向がみられます。 

 

② 自然増減の動き 

○自然増減はマイナス、その傾向は強まりつつある。 

・本市人口は増加傾向にありますが、自然増減は、マイナスの状況にあります。 

・これは、出生数は横ばいの状況にある中で、死亡数が増加しているためであり、

高齢者人口の増加とともにその傾向は年々強まっています。 

・今後、この傾向が進むと、高齢者人口の増加に伴う医療費の増大や、介護需要へ

の対応などのさまざまな課題があるほか、本市の産業、活力創出を担う生産年齢

人口の減少が進み、将来的に人口が大きく減少していくと予想されます。 

・このような自然減の状況を改善していくためには、長期的な視点に立って出生数

を維持さらには増やしていくことが重要であると考えます。 

 

○出生率は、県内類似都市と比較して高い水準で上昇傾向。 

○一方で、婚姻件数の減少や未婚率の上昇など、出生を取り巻く環境は厳しい状況

にある。 

・出生率をみると、本市は 1.39（平成 25 年時点）と、県内の類似都市と比較して

高く、また、上昇傾向にあります。 

・しかしながら、子どもを産み、育てる過程の入口となる婚姻の状況をみると、平

均初婚年齢は近年上昇から横ばいに転じているものの、婚姻件数では男女ともに

減少がみられるとともに、未婚率は、男性では 35 歳～49歳の年齢層、女性では

25 歳～39歳の年齢層を中心に上昇がみられます。  
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③ 社会増減の動き 

○社会増減はプラス、その増加分は減少しつつあり、「０」あるいはマイナスとなる

可能性がある。 

・本市の社会増減は、平成 18（2006）年から平成 23（2011）年に市街化調整区域

の開発許可の要件を緩和した影響などにより、プラスの状況にありますが、その

増加分は年々減少しています。 

・平成 10（1998）年から平成 18（2006）年にわたり、社会増減がほぼ「0」あるい

は転出超過にありました。このような経過が過去にあったことを踏まえると、本

市の社会増減が再び「0」さらには、マイナスへと転じる可能性があります。 

 

○県内他都市との社会移動が最も活発で、転入超過。 

○次いで移動数が多い東京都内の都市に対しては、本市人口は流出している状況に

ある。 

・県内の他都市との社会移動、特に、さいたま市やふじみ野市、鶴ヶ島市、狭山市

などの近隣都市との移動数が多く、転入超過の状況にあります。 

・県内での移動に次いで、東京都内の都市への移動が多い状況ですが、転出超過の

状況にあります。 

・全国的に人口が東京圏に集中している状況にありますが、東京圏にある本市にお

いても、人口が東京都へ流出している状況にあります。 

 

○15 歳～24 歳で転入超過が著しく、30 歳～54 歳も転入超過が堅調。 

○その一方で、25 歳～29 歳については局所的にほぼ「0」であり、大学卒業や就職

を契機に、本市人口が市外へ流出している可能性がある。 

・市内の大学立地を背景に、15 歳～24 歳の年齢層において突出する形で転入超過

にあります。また、住宅の第一次取得者層にあたる 30 歳から上、54 歳までにお

いても転入超過にあり、これらの年齢層が、本市への人口流入を支えている状況

です。 

・その一方で、25 歳～29 歳の年齢層の社会増減はほぼ「0」であり、大学卒業や就

職を契機に、本市人口が市外へ流出しているものと考えられます。 
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④ 産業構造の視点から 

○高齢化の進行とともに、高齢者の非労働力人口が増加。結果として就業人口が減

少傾向にある。 

・本市の 15 歳以上人口は増加傾向にある中で、経済活動の基礎である就業人口は

平成 7年をピークに減少傾向にあります。 

・その主な要因として、高齢による退職者の増加に伴う、非労働力人口の増加が主

な要因と考えられます。 

・このように就業人口の減少により、将来的に本市の経済活動が縮小する可能性が

あります。 

 

〇就業人口は、農業、製造業、電気・ガス・水道業等ほか、教育・学習支援業、医

療・福祉の分野に集積している。 

・産業分類別に就業人口の特化係数をみると、本市は、農業や製造業、電気・ガス・

水道業等ほか、学術研究・専門・技術サービス業や宿泊業・飲食サービス業、教

育・学習支援業、医療・福祉の分野で、就業人口が集積している状況にあります。 

・しかしながら、農業では就業者の高齢化が進んでいるとともに、就業人口が減少

傾向にあります。また、高齢化の進行に伴う非労働力の増加の中で、他の産業に

おいても就業人口が減少する可能性があります。 

 

〇通勤・通学者の流入は主に近隣都市から、流出は近隣都市のほか、東京都が多く、

本市は東京都を通勤・通学圏とする居住地としての性格を持つ都市である。 

・本市の従業・通学者のうち、44％が市外からの流入、特に近隣都市を中心に流入

しています。また、本市に在住する通勤・通学者のうち、52％は市外へ流出し、

近隣都市ほか、特に東京都内への流出が多い状況です。 

・本市は、近隣都市と通勤・通学圏を形成しつつも、東京都を通勤・通学圏とする

居住地とする性格が強くみられます。 
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３．将来人口推計 

人口の将来展望を検討するに先立ち、検討の基本となる現状のすう勢における将来

人口について推計します。 

 

⑴ 推計方法 

・将来人口の推計方法は次のとおりです。 

 

○推計期間 

・平成 72（2060）年までの 1年ごととする。 

 

○推計方法 

・コーホート要因法により、年齢階級別（1歳刻み）で推計を行う。 

・基本的な推計方法については、国立社会保障・人口問題研究所に準拠して推計を

行う。 

※コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動

態率や移動率などの仮定値を当てはめて将来人口を計算する方法。 

 

○基準人口 

・平成 27（2015）年１月 1日時点の住民基本台帳人口とする。 

 

○将来の生残率 

・「日本の将来推計人口（平成 24年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）から得

られる全国の男女・年齢別生残率を、本市の実績値で補正したものを使用する。 

 

○将来の純移動率 

・平成 24（2012）年から平成 27（2015）年に観察された本市の男女年齢別純移動

率を平成 27（2015）年から平成 32（2020）年にかけて 0.5 倍まで縮小させ、平

成 32（2020）年以降の期間については縮小させた値を一定とする仮定を置く。 

 

○将来の出生率 

・「日本の将来推計人口（平成 24年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）から得

られる全国の出生率を、本市の実績値で補正したものを利用する。 

 

○将来の出生性比 

・本市の平成 23（2011）年から平成 25（2013）年までの実績値の平均値を各年次

で仮定値として使用する。  
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⑵ 将来人口の推計 

・住民基本台帳をもとに、⑴の方法で推計した将来人口は次のとおりであり、平成

30（2018）年の 350,744 人をピークに減少に転じ、平成 72（2060）年には 278,047

人と、平成 27（2015）年の約 80％まで減少するものと推計されます。 

・年齢 3区分別の将来人口を、平成 27（2015）年比（平成 27年人口＝1.00）でみ

ると、年少人口、生産年齢人口は減少します。一方、高齢者人口は、平成 61（2049）

年まで増加した後に緩やかに減少し、本市の将来人口は、平成 61（2049）年ま

では、人口減少の初期段階（第一段階）にあります。 
 
＜人口減少の段階・日本創生会議資料より＞ 
第一段階：高齢者人口増加＋生産年齢・年少人口減少 
第二段階：高齢者人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少 
第三段階：高齢者人口減少＋生産年齢・年少人口減少（⇒本格的な人口減少時代） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

349,378 

平成30（2018）年

ピーク

350,744 人

350,515 

347,020 
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（人）

将来人口 年齢 3区分別人口増減指数 
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将来人口の推計結果 



- 32 - 

（地区別の将来人口） 

・将来人口を地区別にみると、現状で人口増加にある地区でも、平成 32（2020）

年から平成 47（2035）年の間に人口減少あるいは横ばいになるものと推計され

ます。 

・すでに人口減少にある川鶴地区や霞ケ関北地区では、今後とも減少が続き、特に

川鶴地区では、平成 72（2060）年には、現状のおおむね半数まで減少すると推

計されます。 

・どの地区においても、当面は高齢者人口が増加し、その後、おおむね平成 62（2050）

年から平成 67（2055）年にかけて減少に転じるものと推計されます。川鶴地区

や霞ケ関北地区では、高齢者人口の減少は、より早く現れる結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※縦軸の大きさは、地区によって異なります。 
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（人） 年齢３区分別将来人口（全市）
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322,184 311,886 

301,346 290,234 278,047 

推計実績
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67,503 66,371 65,250 63,500 60,784 56,927 53,740 50,942 48,377 45,794

24,491 26,610 27,568 28,826 30,462
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（人）
年齢３区分別将来人口（本庁）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

104,316 105,306 104,864 103,623 101,773 99,478 97,006 94,401 91,479
88,135

推計実績
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※縦軸の大きさは、地区によって異なります。 

876 876 843 824 829 836 838 834 826 816

3,686 3,617 3,636 3,703 3,636 3,481 3,365 3,325 3,374 3,357

1,261 1,453 1,526 1,525 1,618 1,754 1,857 1,888 1,862 1,895

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（芳野）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

5,823 5,946 6,005 6,052 6,083 6,071 6,060 6,047 6,062 6,068

推計実績

1,326 1,393 1,331 1,204 1,053 974 946 927 879 802

7,083 6,427 6,186 6,096 5,976 5,583 5,097 4,666 4,319 4,095

2,682 3,324 3,519 3,481 3,362
3,386

3,418
3,432

3,385 3,274

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（古谷）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

11,091 11,144 11,036
10,781 10,391

9,943
9,461

9,025 8,583
8,171

推計実績

4,176 3,739 3,104 2,563 2,518 2,666 2,745 2,590 2,268 1,958

15,339 15,392 15,781 15,925 15,206 13,690 12,444 11,822 11,541 11,433

4,914 5,581 5,764 5,918 6,357 7,337 8,021 8,185 8,037 7,570

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（南古谷）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

24,429 24,712 24,649 24,406 24,081 23,693 23,210
22,597 21,846 20,961

推計実績

6,288 5,836 5,463 5,105 4,922 4,718 4,445 4,136 3,849 3,607

32,112 31,388 31,101 30,328 28,455 25,944 24,207 23,052 21,962 20,764

13,312 14,338 14,238 14,130 14,603
15,543

15,795 15,549 15,175 14,707

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（高階）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

51,712 51,562
50,802 49,563

47,980
46,205 44,447

42,737 40,986 39,078

推計実績



- 34 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※縦軸の大きさは、地区によって異なります。 

2,927 2,633 2,141 1,828 1,715 1,727 1,690 1,540 1,336 1,160

12,177 11,690 11,628 11,429 10,707 9,446 8,466 7,859 7,561 7,238

4,997 5,700 5,856 5,762
5,866

6,343
6,565

6,467 6,088 5,641

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（福原）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

20,101 20,023
19,625 19,019

18,288 17,516
16,721

15,866
14,985

14,039

推計実績

4,768 4,440 4,037 3,686 3,554 3,490 3,359 3,119 2,837 2,595

22,132 21,607 21,430 20,965 19,858 18,120 16,814 15,849 15,099 14,336

7,656 8,692 9,039 9,361 9,876
10,750

11,153 11,215 11,014 10,714

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（大東）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

34,556 34,739 34,506 34,012 33,288 32,360
31,326

30,183 28,950
27,645

推計実績

4,752 4,437 3,888 3,257 3,144 3,174 3,166 3,007 2,718 2,416

19,700 19,225 19,279 19,349 18,344 16,713 15,484 14,633 14,160 13,638

7,617 8,502 8,657 8,628 8,969
9,681 9,988 10,035 9,764 9,433

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（霞ケ関）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

32,069 32,164 31,824 31,234 30,457 29,568
28,638 27,675 26,642 25,487

推計実績

475 505 502 469 357 285 259 252 254 231

3,518
2,803 2,447 2,212 2,135 1,898 1,639 1,366 1,162 1,038

1,844
2,316

2,416
2,335

2,124
2,000

1,810
1,654

1,497 1,363

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（川鶴）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

5,873 5,624
5,365

5,016
4,616

4,183
3,708

3,272
2,913

2,632

推計実績
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※縦軸の大きさは、地区によって異なります。 

1,678 1,700 1,841 1,973 1,858 1,679 1,505 1,428 1,449 1,483

10,421 9,902 9,360 8,751 8,311 7,843 7,543 7,325 6,932 6,430

5,516 5,820 5,830 5,801 5,754
5,723 5,514 5,189 5,049 5,012

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（霞ケ関北）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

17,615 17,422 17,031
16,525 15,923

15,245 14,562
13,942

13,430 12,925

推計実績

4,098 4,097 3,703 3,020 2,709 2,631 2,680 2,680 2,507 2,225

18,174 17,578 17,635 17,795 17,169 15,673 14,333 13,242 12,446 11,876

7,869 8,429 8,286 8,040 8,022
8,621

9,016 9,264 9,330 9,140

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（名細）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

30,141 30,104 29,624
28,855 27,900

26,925 26,029 25,186 24,283 23,241

推計実績

1,851 1,721 1,510 1,228 1,158 1,184 1,214 1,176 1,066 932

7,217 7,111 7,196 7,304 7,015 6,376 5,840 5,443 5,263 5,204

2,620 2,937 2,983 2,979 3,099 3,437 3,664 3,796 3,746 3,529

0

5,000

10,000

15,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

（人）
年齢３区分別将来人口（山田）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

11,688 11,769 11,689 11,511 11,272
10,997 10,718 10,415 10,075 9,665

推計実績
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４．人口の将来展望 

将来人口推計を基本としつつ、将来の出生や社会移動に係る仮定値を異にするシミ

ュレーションを行い、その結果を分析することで、将来展望すべき人口について推計

を行います。 

 

⑴ 人口動向・将来人口に係るシミュレーションの分析・対策等 

① 人口シミュレーション 

・将来人口推計をもとに、次のとおり人口シミュレーションを行います。 

 

○シミュレーション 1 

・将来人口推計をもとに、出生率について国の長期ビジョンの仮定値を採用して推

計する。 

・当該シミュレーションから、自然増減、特に、出生率の上昇が将来人口に与える

影響を分析・把握する。 

 

＜国の長期ビジョンにおける出生率の仮定値＞ 

年次 
H22 年 

（2010） 

H32 年 

（2020） 

H42 年 

（2030） 

H52 年 

(2040) 

合計特殊出生率 

（目標） 
1.39 1.60 1.80 2.07 

 

○シミュレーション 2 

・シミュレーション１をもとに、社会移動を均衡したもの（社会増減を「0」）と仮

定して推計する（シミュレーション１の封鎖人口パターンを推計）。 

・当該シミュレーションから、社会増減が将来人口に与える影響を分析・把握する。 
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② 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

・①で設定したシミュレーションの結果は次のとおりです。 

・シミュレーション 1 は、平成 34（2022）年まで人口が増加し、その後、緩やか

に減少に転じ、平成 52（2040）年に 343,734 人、平成 72（2060）年に 335,810

人と、33万人台を維持できる結果となっています。 

・シミュレーション 2 は、平成 52（2040）年に 320,275 人と、将来人口推計（同

年、322,184 人）とほぼ同じ結果となっています。そして、平成 57 年（2045）

年以降、将来人口推計を上回るとともにその差は拡大していき、平成 72（2060）

年には 289,319 人となる結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高齢者人口割合の変化） 

・高齢者人口割合（高齢化率）は、将来人口推計、シミュレーション 1・2ともに、

平成 52（2040）年までは大きな違いはありませんが、これ以降、それぞれの差

は顕著になります。 

・将来人口推計は、高齢者人口割合が増加を続け、平成 72（2060）年には 38.1％

となるのに対し、シミュレーション 1 は平成 62（2050）年の 32.7％をピークに

減少し、平成 72（2060）年に 31.6％となっています。また、シミュレーション

2も平成 67（2055）年の 35.2％をピークに減少し、平成 72（2060）年に 34.8％

となっています。 

・シミュレーション 2と将来人口推計の総人口はともに減少が続く結果となります

が、シミュレーション 2の高齢者人口割合の増加に歯止めがかかっており、出生

率の上昇が高齢化の進行を抑制する効果として現れています。 
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347,020 

340,597 
332,052 
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278,047 

352,658 352,652 350,526 
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シミュレーション２

人口シミュレーション結果 
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（自然増減の影響度） 

・シミュレーション 1の総人口は、将来人口推計の総人口に対して、推計期間の中

間である平成 52（2040）年では 106.7％、平成 72（2060）年では 120.8％となっ

ています。 

・シミュレーション 1と将来人口推計は、同一の社会移動率の仮定のもとで推計を

行っており、シミュレーション１と将来人口推計の結果の違いは、出生率の違い

によるものです。このことから、出生率の上昇に伴う自然増減の影響は、本市の

人口を維持する上で考慮すべき要素であることが分かります。 

 

＜自然増減の影響度＞ 

年次 
H52 年 

(2040) 

H72 年 

（2060） 

自然増減の影響度 
106.7％ 

（3）※ 

120.8％ 

 

 

※日本創成会議では、自然増減の影響度を 2040 年時点のシミュレーション１の総

人口／将来人口の総人口の数値に応じて、次の 5 段階に整理。「1」＝100%未満、

「2」＝100～105%、「3」＝105～110%、「4」＝110～115%、115%以上 

 

  

38.1 

32.7 
31.6 

24.3 

35.2 34.8 

20
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35

40

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（%）

将来人口

シミュレーション１

シミュレーション２

人口シミュレーションにおける高齢者人口割合 
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（社会増減の影響度） 

・シミュレーション 2の総人口は、シミュレーション 1の総人口に対して、推計期

間の中間である平成 52（2040）年には 93.2％、平成 72（2060）年には 86.2％と

なっています。 

・本市の社会増減は、近年、転入超過にあることから、社会移動が均衡する（社会

増減を「0」）と仮定することは、シミュレーション 1よりも推計値が小さくなり

ます。シミュレーション 2では社会移動を均衡させる、すなわち社会増がなくな

ることで自然増の影響が相殺され、シミュレーション 1と同様の出生率を仮定し

ているにもかかわらず、結果、将来人口推計と同じく、人口減少が続く推計とな

りました。 

・このように、社会増減の影響も、本市人口の維持には考慮すべき要素であること

が分かります。 

 

＜社会増減の影響度＞ 

年次 
H52 年 

(2040) 

H72 年 

（2060） 

社会増減の影響度 
93.2％ 

（1）※ 

86.2％ 

 

 

※日本創成会議では、社会増減の影響度を 2040 年時点のシミュレーション２の総

人口／シミュレーション１の総人口の数値に応じて、次の 5段階に整理。「1」＝

100%未満、「2」＝100～110%、「3」＝110～120%、「4」＝120～130%、130%以上。 
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③ 対策等の検討 

ア 将来の人口動向がもたらす影響 

・将来人口推計にみられるように、本市人口は、平成 30（2018）年をピークに減

少に転じ、平成 72（2060）年には 278,047 人と、現在（平成 27年）の約 80％ま

で減少するものと推計されます。 

・人口減少の影響としては、次に例示するとおりであり、市民生活のさまざまな側

面で影響が現れることが考えられます。 

・本市はこれから人口減少への転換期を迎えるため、本格的な人口減少段階へと至

らないよう、今のうちにさまざまな施策を効果的に総合的に展開していくことが

重要と考えます。 

 

＜人口減少による影響の例＞ 

 

○就業人口の減少に伴う地域産業の低迷、担い手不足 

○消費活動、建設活動の縮小 

○若者の減少による福祉に係る住民負担の増大 

○税収の減少による公共サービスの負担増大、公共サービスの低下 

○地域コミュニティの希薄化、まちづくりの担い手不足 

○空き家、空き地の増加、住環境や治安の悪化 

○高齢者などの地域の見守り活動の縮小 

○複式学級化、学校の統廃合化、子ども同士のふれあいの機会の減少  など 

 

 

イ 対策検討の基本的な視点 

・②において、シミュレーションの検討を通じ、自然増減・社会増減の影響度につ

いて分析を行いました。 

・その分析結果から、自然増減・社会増減ともに本市人口の維持にとって考慮すべ

き要素であり、「出生率の上昇のための対策」及び「社会増減の維持のための対

策」を両輪で取り組んでいく必要があります。 
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④ 対応策の方向性 

ア 出生率の上昇のための対策 

・出生率は、県内の類似都市と比較して高い水準にあり、上昇傾向にあります。一

方で、婚姻件数の減少や未婚率の上昇がみられます。 

・そのために、まずは、子どもを産み、育てる過程の第一ステップとして、結婚し

やすい環境づくりが必要です。 

・総合戦略アンケートの結果によると、「結婚の条件」として「安定した仕事に就

いている」との回答が最も多く、次いで「出会いの場や機会がある」との回答と

なっており、結婚しやすい環境づくりに当たり、これらのニーズを踏まえた対策

が重要となります。 

・また、出生率のさらなる上昇には、子どもを産みたい人が産みやすい環境づくり

が必要です。総合戦略アンケートの結果によると、「理想の子どもの数」は「2

人」とする回答が最も多く、約 6割となっています。次いで「3人」とする回答

が多く約 2割となっています。一方で「子どもはいらない」との回答は 7％にと

どまりました。 

・さらに、「出産・子育て環境改善に必要な取組」として、「保育料軽減や学費の補

助などの経済的負担の軽減」、「育児休業の取得や復職・再就職支援などの職場環

境の整備」、「ワーク・ライフ・バランスの推進」の順に回答が多く得られていま

す。このように、産みやすい環境づくりには、子育てに係る経済的な不安の払拭

や、子育てと仕事の両立といったニーズを踏まえた対策が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：総合戦略アンケート 

いずれ結婚した

い、あるいはす

るつもりである
333
50%

今はわからない
243
37%

結婚するつもりはない
79

12%

無回答
6

1%

結婚意向

単位：人

N=661
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出典：総合戦略アンケート 

474

332

216

162

147

144

37

15

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

安定した仕事に就いている

出会いの場や機会がある

結婚資金が確保できる

結婚しても仕事や学業を続けられる

結婚後も自由な時間を持つことができる

結婚して住む家を確保できる

その他

無回答

結婚に必要な条件

複数回答N=660

（回答数 件）

「その他」の内訳 

4 人 10 

5 人 2 

4～5 人 1 

4～6 人 1 

考えない、分からない、未定など 16 

 

802

586

495

439

342

275

175

127

122

55

19

0 200 400 600 800 1000

保育料軽減や学費の補助などの経済的負担の軽減

育児休業の取得や復職・再就職支援などの職場環境の整備

ワーク・ライフ・バランスの推進

保育環境の充実

医療費負担の軽減

子どもの学習・教育環境の充実

妊娠・出産・子育てへの総合的な相談体制の充実

生命の大切さ、家庭や地域の大切さ等の価値観の醸成

多子世帯への支援

その他

無回答

出産・子育て環境改善に必要な取組

N=1,302

（回答数 件）

0人
（子どもは

いらない）

92( 7%)

1人
111(9%)

2人
753(58%)

3人
284(22%)

その他

30(2%)

無回答

32(2%)

理想の子どもの数

単位：人

N=1,302
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イ 社会増減の維持のための対策 

・本市の社会移動は、15 歳～24歳の年齢層で転入超過が顕著であるほか、30 歳～

54 歳の年齢層においても転入超過の状況にあります。総合戦略アンケートの結

果によると、「今の居住地に引っ越すことになったきっかけ」として、「住まいの

ため」とする回答が約 4割と最も多く、次いで「結婚のため」、「仕事や進学のた

め」とする回答が約 2割ずつを占めています。 

・一方で、25歳～29 歳の年齢層の社会増減はほぼ「0」となっており、大学卒業や

就職を契機に、市外へと転出してしまうことが大きな要因と考えられます。 

・過去、社会増減が「0」で推移していた時期の社会移動をみると 25 歳～29 歳の

年齢層は、大きく転出超過の状況にありました。そのため、社会増減の維持には、

大学進学等で本市に転入してきた若者に、大学卒業や就職後も、できるだけ市内

に住み続けてもらう対策が重要です。 

・総合戦略アンケートの結果によると、「川越市に住み続けたいか」との質問に回

答者の 64％が「住み続けたい」と回答しています。「就職や結婚などで一時は引

っ越しても、また戻りたい」との回答と合わせると、7割を超える回答者に本市

への定住意向があることが分かりました。 

・「住み続けたい」、「また戻って来たい」理由として、「親や親戚、または、知人や

友人が近くにいる」との回答が最も多く、次いで「川越に愛着がある」との回答

となっており、地域とのつながりを大切にする意識が高いと考えられます。 

・また、「川越市内で就職したいと思うか」では、64%が「市内で就職したい」と回

答し、また、「川越市内での起業意向」についても、31％が「市内で起業したい」

と回答しており、このことから、親しんだ地域に住み続けられるだけでなく、市

内での雇用環境の充実に向けた対策が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：総合戦略アンケート 

416

213

203

95

43

56

10

0 100 200 300 400 500

住まいのため（住み替え・家の購入など）

結婚のため（相手方や新居への引っ越しなど）

仕事や進学のため（親や自分の転勤など）

実家のため（同居のため、親の介護など）

子供のため（出産・子育て・教育など）

その他

無回答

今の居住地に引っ越すことになったきっかけ

N=1,036

（回答数 件）
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出典：総合戦略アンケート 

571

379

279

258

256

157

82

43

22

65

4

0 100 200 300 400 500 600

親や親戚、または、知人や友人が近くにいる

川越に愛着がある

普段の買い物などが便利

職場や学校への交通の便が良い

自然災害の影響が少ない

自然環境がよい

希望する価格、広さの住まいが確保できる

高齢者になっても暮らしやすい

教育環境が整っている

その他

無回答

「住み続けたい」「また戻って来たい」理由

複数回答N=925

（回答数 件）

住み続けたい

836(64%)

就職や結婚など

で一時は引っ越

しても、また戻り

たい

86(7%)

住み続けるか

引っ越しをするか

迷っている

260(20%)

川越市外に引っ

越しをしたい

99(7%)

無回答

21(2%)

川越市に住み続けたいか

単位：人

N=1,302

思う

392(64%)

思わない

166(27%)

無回答

56(9%)

川越市内で就職したいと思うか

単位：人

N=614

川越市内

を希望

14(31%)

川越市以

外を希望

6(13%)

特に

決まってい

ない

24(54%)

無回答

1(2%)

川越市内での起業意向

単位：人

N=45
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⑵ 本市人口の将来展望 

① 人口の将来展望の考え方 

・⑴の分析を踏まえ、本市人口の将来展望を検討する上での考え方を次のとおり整

理します。 

 

ア 自然増減 

・⑴におけるシミュレーション 1の結果から、自然増減、特に出生率の上昇が本市

人口の維持に重要であることが分かりました。 

・そこで、本市においても、将来の出生率については、国の長期ビジョン同様、人

口を長期的に一定に保てる水準である「人口置換水準」の「2.07」を用いるもの

とします。 

・本市の出生率は上昇傾向にあり、全国値に近づいてきているものの、これまでの

推移が全国と比べて低い水準にあった経過を踏まえ、一足飛びに国の出生率の目

標値まで上昇させるのではなく、国が目標とする出生率の上昇率に応じて、本市

の出生率を上昇させていき、平成 54（2042）年の出生率を「2.07」とすること

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：厚生労働省「人口動態調査」 

川越市、埼玉県、全国の合計特殊出生率の推移 
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川越市 埼玉県 全国
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1.45

川越市 埼玉県 全国

（率）
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イ 社会増減 

・⑴におけるシミュレーション 2の結果から、社会増（転入超過）の傾向を維持す

ることが、本市人口の維持に重要であることが分かりました。 

・本市のこれまでの社会増減の推移をみると、平成 10（1998）年から平成 18（2006）

年にかけては、社会移動が均衡あるいは転出超過にあった期間でした。そのため、

今後、都市間の社会移動が活発になった場合、本市の社会増減が再び「0」ある

いはマイナスになる可能性が十分考えられます。 

・将来人口推計において設定した社会移動率を確保し、将来にわたり社会増をでき

るだけ維持することが必要です。 

 

＜純移動率の将来展望＞ 

 

〇平成 24（2012）から平成 27（2015）年に観察された本市の男女年齢別純移動率

を平成 27（2015）から平成 32（2020）年にかけて 0.5 倍まで縮小させ、平成 32

（2020）年以降の期間については縮小させた値を一定とする。 

※将来人口推計と同様の設定とする。 
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川越市における合計特殊出生率の将来展望 
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② 将来展望 

・将来人口推計を基本としながら、出生率の上昇と、社会移動率の維持に向けて総

合的に施策を展開し、将来に展望すべき本市人口は次のとおりです。 

・なお、将来人口推計において、社会移動を均衡したもの（封鎖人口）と仮定した

参考推計を併せて示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.1 

33.0 
31.9 

41.4 

20

25

30

35

40

45

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（%）

将来人口

将来展望

参考：社会移動均衡ケース

349,378 

350,515 

347,020 

340,597 
332,052 

322,184 

311,886 

301,346 

290,234 

278,047 

352,352 351,898 349,305 
345,416 

341,451 
338,499 336,116 334,038 331,861 345,745 

338,368 

327,917 

315,194 

301,336 

287,162 

272,984 

258,521 

243,182 240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

将来人口

将来展望

参考：社会移動均衡ケース

将来展望推計の結果 

将来展望推計における高齢化率 


